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退職給付制度の
最新動向と制度改定の進め方

実務解説

賃金資料

2025年人事院勧告

本誌特別調査

退職金・年金制度の
最新実態
【後編】モデル退職金・年金の支給水準
（労務行政研究所）

従業員の退職をめぐる
実務対応と留意点

実務解説

令和7年8月1日以降の雇用保険における基本手当・雇用継続給付等の支給限度額等の見直し内容
労働法令

事業主は、信義則に基づき、障害者である労働者の意向を踏まえ、過重な負担にならない範囲で
合理的配慮に係る措置を講じる法的義務を負うが、本件において義務違反は認められない
（三菱UFJ銀行事件　大阪地裁　令 7. 3.26判決）
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●半日年休を廃止し、時間単位年休のみとすることは不利益変更として無効か
●育休からの復職時期の前倒し希望を拒否し、当初予定どおりの時期に復職させることは問題か
●英語力に不安がある社員に英語力を測る試験等を受けさせ、その結果で処遇を決めることは問題か
●悪天候が予想される場合、自宅が近い社員にのみ出社を要請し、遠い社員には自宅待機を命じることは問題か
●ハラスメント加害者としてヒアリングを受けた社員が、直接謝罪したいと申し出た場合にどう対応するべきか
●有期労働契約において契約期間中の労働条件の変更・雇止めは可能か
●賃金減額を伴う復職支援プログラムの期間中等も随時改定の対象となるか
●インターンシップ参加者に関連会社の商品を渡す場合は課税されるか

相談室Q&A
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